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PRESS RELEASE 
 

国立大学法人 東京大学 

国立大学法人 東北大学 

 

学校防災を「学校」から「地域」へ 

――全国教育委員会調査から見えた地域理解と GIS 活用の課題―― 

 

発表のポイント 

◆ 全国の教育委員会を対象としたアンケート調査により、学校防災における地域特性の把握

や地理情報システム（GIS）（注１）の活用の実態を明らかにしました。 

◆ 学校防災では、学校を中心とした安全管理と、通学区域全体に広がる災害リスクとの間に

「空間的ミスマッチ」が存在することを示しました。 

◆ 大川小学校津波訴訟判決（注２）等を契機に、地域特性を踏まえた学校防災が政策的に重

視されてきましたが、国の「第 3 次学校安全の推進に関する計画」（注３）が最終年度を迎

えるなか、その具体的な実践や支援体制にはなお課題があることを明らかにしました。 

 

 

概要 

東京大学大学院情報学環の小田隆史准教授らの研究グループは、全国の教育委員会を対象に、

学校防災における地域特性の把握と地理情報システム（GIS）の活用実態に関するアンケートを

実施しました。全国規模で実態を明らかにした調査は、これまでほとんどありません。 

東日本大震災での大川小学校事故等を受け、地域の特性に応じた学校防災の重要性が高まっ

ていますが、その全国的な実態は不明確でした。調査の結果、学校防災において、校内や周辺

のハザード情報は重視される一方、通学圏全体の災害リスクへの着目は限定的であることが判

明しました。これにより、学校単位の安全管理と地域全体の災害リスクとの間に「空間的ミス

マッチ」が生じている実態が浮き彫りとなりました。 

また、GIS の活用や地域特性を反映した防災体制の整備には依然として課題があることも示

されました。この結果は、Progress in Disaster Science 誌（2026 年 10 月号）に掲載されました。 

本研究の知見は、学校防災の視点を「学校」から「地域」へと広げ、地域特性に即した学校

防災政策や実践を検討するための基礎的知見となり、今後策定される「第 4 次学校安全の推進

に関する計画」においても、こうした課題を踏まえた検討が期待されます。 

発表内容 
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2011 年の東日本大震災では、宮城県石巻市立大川小学校で多くの児童・教職員が津波の犠牲

となりました。当時のハザードマップでは学校敷地は浸水想定区域外でしたが、学校区の広い

範囲は津波浸水想定区域に含まれていました。その後、大川小学校津波訴訟判決や「第 3 次学

校安全の推進に関する計画」等を通じ、地域特性を踏まえた学校防災の重要性が強調されてき

ました。同計画が 2026 年度に最終年度を迎えるなか、その実践状況の検証は重要な課題です

が、教育委員会が地域特性をどのように把握し学校防災に反映しているかの全国的な実態は明

らかになっていませんでした。 

そこで本研究では、全国の都道府県・市区町村教育委員会 1,831 機関にアンケートを配布し、

266 件（回収率 14.5％）の回答を分析しました（調査期間：2025 年 11 月〜2026 年 1 月）。 

 

その結果、教育委員会が重視していたのは、浸水想定区域・土砂災害警戒区域等への該当

（73.3％）、避難場所・避難所（71.1％）、学校の立地（67.7％）など、学校周辺の立地やハザ

ード情報が中心でした。一方、学校区内の防災資源（31.2％）、土地利用（19.2％）、人口構成

（7.1％）など、学校区全体や地域社会の特性への着目は限定的であり、学校中心の安全管理と

学校区全体の災害リスクとの間に「空間的ミスマッチ」が存在することが示されました（図 1）。 

 

 

図 1 学校防災において把握・反映が求められている地域特性 

 

地域特性の把握（図 2）には地域防災計画（63.2％）や紙のハザードマップ（54.9％）が多く

利用される一方、Web-GIS の利用は 25.9％にとどまりました。教職員への地図・GIS 活用支援

を実施している教育委員会は 11.7％、地域特性と GIS の双方を扱う研修は 14.7％にすぎませ

ん。高等学校「地理総合」（注４）等を通じて教材としての GIS 活用が進む一方、学校の防災管

理や教育委員会の防災支援には十分生かされていない実態が明らかになりました。 

さらに、避難確保計画の対象校を有する教育委員会でも、対象となる全ハザードについて避

難訓練を実施している割合は 48.3％にとどまり、制度整備が現場の実践に直結していない状況

もうかがえました。 
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図 2 学校防災における地域特性の把握方法 

 

本研究は、学校防災の課題が知識・技術の不足にとどまらず、リスク認識や教育行政の体制

にも関わる構造的な課題であることを示しました。 

今後は、学校防災を「学校」から「地域」へ拡張し、通学圏全体を視野に入れたリスク把握

への転換を図るとともに、防災・ICT・教科教育など部局横断的な連携を進め、GIS を教材とし

ての利用に加え、学校防災の管理や意思決定にも活用していくことが期待されます。 

本研究で明らかになった課題は、今後策定される「第 4 次学校安全の推進に関する計画」に

おいて、地域特性を踏まえた、より実効性のある学校安全の基盤づくりにつき検討する上でも、

重要な参考になると考えられます。 

 

※本調査結果の詳細については、本リリースとあわせて公開する概要報告書をご覧ください。 

https://sendai2030.jp/wp-content/uploads/2026/09/JSC_survey_outline.pdf 

本研究は、東京大学大学院総合文化研究科研究倫理審査委員会の承認（第 1092 号）を得て実施されました。 
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研究助成 

本研究は、独立行政法人日本スポーツ振興センター「学校安全に関する研究助成事業」（課題名

「学校安全の自校化を支援する地理情報システムと教職員のリテラシーに関する研究」）の助

成を受けて実施されました。助成・所属機関の組織的見解を示すものではありません。 

 

用語解説 

（注 1）地理情報システム（GIS）：緯度・経度などの位置情報をもとに、電子地図上にさまざ

まな情報を重ね合わせ、地域の特徴や空間的な関係を表示・分析するためのシステム。本研究

では、「地理院地図」や「重ねるハザードマップ」などの Web-GIS を含め、学校防災における地

理情報の活用状況を調査した。 

（注 2）大川小学校津波訴訟判決： 2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震に伴う津波によ

り、宮城県石巻市立大川小学校で、学校管理下にあった児童 74 名、教職員 10 名が犠牲となっ

た。児童の遺族が提起した津波訴訟では、学校防災体制の不備が問われた。仙台高等裁判所の

判決は、2019 年に最高裁判所が上告を棄却したことにより、原告の勝訴が確定した。 

（注 3）第 3 次学校安全の推進に関する計画：学校保健安全法に基づき、国が 2022 年度から 5

年間の学校安全施策の基本的な方向性を示した計画。2026 年度が最終年度にあたる。学校や地

域の実情を踏まえた安全対策や、地域の関係機関等との連携などを重視している。 

（注 4）高等学校「地理総合」： 2022 年度から高等学校で必履修となった地理科目。現代社会

の地理的な課題を考えるため、GIS、防災、国際理解などが重視されている。特に防災では、地

域の自然環境や社会的条件を地理的に捉え、災害リスクや防災について考察する学習が位置づ

けられており、GIS の活用も重視されている。 
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